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 公契約大綱に基づき、公契約の適正化を進めることにより、公契約に対する府民

の信頼を確保し、府民福祉の増進及び地域経済の健全な発展に寄与するため、次の

とおり、入札契約制度等の改正を行いました。 

１．不可抗力による損害の見直し【R4 年度からの再掲】 

工事目的物の引渡し前に、不可抗力により損害が生じたときは、発注者が損害合計

額のうち請負代金額の 100 分の１を超える額を負担していたところ、災害応急対策

又は災害復旧に関する工事における損害については、発注者が損害合計額を負担 

２．経常ＪＶ制度の見直し【R4 年度からの再掲】 

単体企業との公平性を確保し、経常ＪＶ制度の目的に沿った適切な運用を図るため

制度の見直しを実施（令和３、４年度において、緩和措置を行っていましたが、令和５

年より緩和措置を終了） 

３．施工箇所が点在する工事の積算方法についての改定  

施工箇所点在の範囲基準（施工箇所間の直線距離）を 1km に統一するとともに、対

象工事も全ての工事に拡大 

４．低入札価格調査における意向確認対象の拡大 

府内工事と橋梁工事のみを対象としていた「意向確認」を、WTO 案件以外のすべて

の工事に拡大 

５．公共工事設計労務単価の改定

昨今の技能労働者等の不足等に伴う労働市場の実勢価格を適切に予定価格に反

映するため、平成 26年から 11 年連続で、例年４月の改定を前倒しして実施

６．建設現場における快適トイレ設置の試行

建設現場を働きやすい環境とする取組の一環として、快適トイレを設置する取組を

促進 
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７．入札参加資格確認申請時における配置予定技術者調書等の簡略化 

入札事務の負担軽減のため、資格申請に関する書類の一部を簡素化 

・配置予定技術者調書の記載事項の簡略化 

・入札参加資格確認申請時における資格等確認資料の添付を省略 

（落札決定後、落札者に限って提出を求めて審査） 

８．週休２日制工事実施要領の策定 

建設労働者の健康確保やワーク・ライフ・バランスの改善などを促進するため、週休

２日制工事を試行から全面実施へ移行 

９．土木設計業務等委託契約における設計変更ガイドラインの策定 

土木設計業務等委託契約における設計変更の円滑化及び適正化を図るため、設

計変更ガイドラインを策定 
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１．不可抗力による損害の見直し【R4 年度からの再掲】

１ 趣旨 

災害が頻発化・激甚化する近年において、地域の建設企業が安心して災害復旧工

事を受注することのできる環境を整え、災害復旧を円滑に進めるため、２次災害による

損害発生時の受注者負担をゼロとし、全額発注者負担とします。 

２ 内容 

改正前 

改正後 

３ 適用日 

 令和５年４月１日から適用 

民法の考え方を転換し、受注者が請負代金額の 1/100 を負担し、残りを発注

者が負担する旨規定 

「災害応急対策又は災害復旧に関する工事」中の２次災害（不可抗力）によ

る損害については、受注者が善管注意義務を果たしていることを前提に、

1/100 の受注者負担を求めない
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２．経常ＪＶ制度の見直し【R4 年度からの再掲】

１ 主旨 

単体企業との公平性を確保し、経常ＪＶ制度の目的に沿った適切な運用を図るた

め制度の見直しを実施しました。 

令和３年度及び令和４年度において、緩和措置を行っておりましたが、令和５年度

からは緩和措置を終了します。

２ 内容

令和３年度及び令和４年度に限り、以下の対象に適合する経常建設共同企業

体には、昇格にあたって、「『下位経過年数』及び『等級区分点に 20点を加え
た総合点』を要件としない」こととしていました。

緩和措置の終了に伴い、全ての経常建設共同企業体において、昇級にあたっ

て、「『下位経過年数』及び『等級区分点に 20点を加えた総合点』を要件とし
ます。

○緩和措置の対象であった経常建設共同企業体

令和２年度に結成した経常建設共同企業体を、令和３年度及び令和４年度も

継続（同一構成員で結成）する経常建設共同企業体

３ 適用日

令和５年度の経常ＪＶによる入札参加資格審査申請から緩和措置を終了 
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３．施工箇所が点在する工事の積算方法についての改定

１ 主旨 

施工箇所が点在する複数の施行箇所をまとめて発注する工事については、標準積算

による積算額と実際にかかる費用との間に乖離が生じることが想定されるため、災害復

旧工事等の一部工事において実態に合わせた積算方法を試行してきましたが、今般、

土木工事標準積算基準の考え方に準拠して本格運用を開始します。 

２ 対象工事 

施工箇所が複数あり、施工箇所が１ｋｍ程度を超えて点在する工事を対象とする。  

なお、通年維持工事等、当初契約において工事場所を範囲で指定する工事は除く。  

ただし、これによりがたい場合は個別に考慮できる。 

３ 内容 

(1) 施工箇所間の直線距離が１ｋｍ以内の複数の工事については、ひとつの工事とみ

なして積算し、共通仮設費、現場管理費及び一般管理費等の調整を行う。  

(2) 施工箇所間の直線距離が１ｋｍを超える複数の工事については、施工箇所毎に共

通仮設費及び現場管理費を算出し調整を行わず、一般管理費等についてのみ当該

複数の工事をひとつの工事とみなして調整を行う。（(1)でひとつとみなした複数の工

事については、当該複数工事をひとつの施工箇所とみなす。） 

４ 適用期日 

令和５年９月１日以降に入札公告又は入札通知を行う工事から適用。 
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４．低入札価格調査における意向確認対象の拡大

１ 主旨 

低入札価格調査への協力について、あらかじめ意向を確認することにより、速やかな

落札決定を可能とするとともに、受発注者双方の入札事務の負担軽減につなげるため、

意向確認試行対象の範囲を拡大します。 

２ 内容 

意向確認試行対象の拡大 

【現行】 

低入札価格調査対象工事（予定価格 1億円以上の工事）のうち、府内工事、及び

橋梁工事（ＷＴＯ案件を除く）について、低入札価格調査の意向確認を実施 

【改正】 

   低入札価格調査対象工事（予定価格 1 億円以上の工事）のうち、ＷＴＯ案件を除

くすべての工事について、低入札価格調査の意向確認を実施 

３ 適用日 

令和６年１月 29日以降、入札公告するもの。 
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５．公共工事設計労務単価の改定

１ 主旨 

建設市場における労務単価について、実勢価格を適切に予定価格に反映するため、

公共工事設計労務単価の改定を前倒しして実施します。 

・平成 26年から 11 年連続で、4月改定を前倒しして実施 

・平成25年度から12年連続で上昇しており、最大の伸び率であった昨年度（R5.3改

定 6.6%）と同程度の上昇 

２ 内容（公共工事設計労務単価） 

職種 新単価 旧単価 上昇率

特殊作業員 24,000 円 22,900 円 4.8% 

普通作業員 22,300 円 21,500 円 3.7% 

とび工 26,300 円 25,000 円 5.2% 

鉄筋工 26,500 円 25,200 円 5.2% 

特殊運転手 23,800 円 22,300 円 6.7% 

型わく工 28,400 円 26,300 円 8.0% 

大工 26,300 円 24,000 円 9.6% 

交通誘導警備員 A 16,500 円 15,300 円 7.8% 

※全 51業種で単価改定され、京都府の平均上昇率は 6.3%（全国平均 5.9%） 

３ 適用日 

 令和６年３月以降の積算から適用 

４ 特例措置 

 令和６年３月１日以降に契約した工事等において、旧単価で予定価格を算出して

いる場合、その工事の受注者は、発注者に対し、新単価に基づく契約に変更するた

めの協議を請求できることとしました。 

（参考）設計労務単価の推移 
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６．建設現場における快適トイレ設置の試行

１ 主旨 

建建設現場を働きやすい環境とする取組の一環として、誰もが快適に使用できる仮

設トイレ（いわゆる「快適トイレ」）を設置する取組を促進します。 

２ 内容 

快適トイレを設置しようとする場合、あらかじめ監督職員と協議し承諾を得ることにより、

快適トイレに要する費用を設計変更で計上します。 

３ 適用日 

 令和６年３月以降から適用 
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７．入札参加資格確認申請時における配置予定技術者調書等の簡略化

１ 主旨 

入札事務の負担軽減のため、配置予定技術者調書の記載内容等を簡略化します。 

２ 内容 

３ 適用期日 

令和６年４月１日以降に入札公告又は入札通知を行う工事から適用。 

４ 留意事項 
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８．週休２日制工事実施要領の策定

１ 主旨 

建設産業は他産業と比較して労働時間が長く、休日数が少ないことが課題となってお

り、労働者の健康確保やワーク・ライフ・バランスの改善、また将来の担い手を確保につ

なげるため、週休２日制工事の試行を進めてきました。 

今般、実施要領を策定し、試行から全面実施へ移行します。 

２ 適用日 

 令和６年４月１日から施行 

９．土木設計業務等委託契約における設計変更ガイドラインの策定

１ 主旨 

土木設計業務等委託契約において、発注者と受注者がともに、設計変更が可能なケ

ース・不可能なケース、手続きの流れ等について十分理解しておくことにより、設計変更

の円滑化および適正化を図るため、設計変更ガイドラインを策定しました。 

２ 適用日 

 令和６年４月１日から施行 


